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株主の皆様へ To Our Shareholders

　株主の皆様におかれましては、平素より格別のご高配を賜り、
厚く御礼申し上げます。
　当社第142期（平成28年3月期）第2四半期連結累計期間の
我が国経済は、原油安の恩恵と円安に伴う国内生産の増加によ
り、一部設備投資の兆しも見え始めていますが、個人消費の回
復に力強さがなく、全体として弱含みで推移しました。
　一方、世界経済をみると中国政府による反腐敗運動やロシア
のウクライナ問題を起因とした政治リスクが経済運営に影を落
とし、景気減速の一因になっております。米国では、個人消
費・雇用環境等の改善により景気が回復基調にあり、利上げ環
境も整って来たことから、12月のFOMC（連邦公開市場委員
会）による政策金利の判断が注目されます。欧州では、雇用・
所得の改善がみられるドイツ経済が牽引役となり、全体として
景気は緩やかに回復しておりますが、難民問題、排ガス規制で
の不正問題発覚等の懸念材料を抱えております。
　国内紙パルプ業界におきましては、少子高齢化・人口減少、
出版物やチラシ・広告の電子化による媒体の多様化に加え、値
上げに伴う需要減退により、紙は前年割れが続いています。板
紙は、飲料関連が好調に推移した反面、天候不順による青果物
向けの出荷減もあり、需要は前年比ほぼ横ばいとなりました。
　このような状況の中、当期間の連結業績は、売上高1,938億
88百万円（前年同期比5.2％増）、営業利益10億86百万円（前
年同期比29.7％増）、経常利益15億79百万円（前年同期比
51.1％増）、四半期純利益10億1百万円（前年同期比30.0％
増）となりました。

代表取締役 社長執行役員CEO

田辺　円

当第2四半期
平成27年9月期

売 上 高（百万円） 193,888

経 常 利 益（百万円） 1,579

四 半 期 純 利 益（百万円） 1,001

１株当たり四半期純利益 （円） 15.04

総 資 産（百万円） 189,517

純 資 産（百万円） 41,863

１株当たり純資産額 （円） 627.14
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営業の概況 Our Vision

＜国内拠点紙パルプ等卸売事業＞
　紙は、値上げ前の在庫積み増しもあり需要回復
に至らず、販売数量・売上共に減少しました。ま
た、板紙は菓子・日用品向けの販売は減少しまし
たが、輸出や飲料関連でカバーし、販売数量は横
ばい、売上は減少しました。一方、古紙では仕入
ネットワーク拡充のため、電子マネーとタイアッ
プした「タウンecomo」をスタートさせる等の
施策が功を奏し、販売数量・売上共に増加しまし
た。この結果、売上高は1,585億48百万円（前
年同期比0.3％増）となりました。

＜海外拠点紙パルプ等卸売事業＞
　米国では、塗工紙や段ボール原紙の輸入販売は
比較的堅調だったものの、輸出が振るわず、全体
としては低調に推移しました。東南アジアでは、
通貨安により成長速度が鈍化し、売上は伸び悩み
ました。東アジアにおいては、香港で塗工紙、板
紙等全般的に販売が増加するとともに、中国でも
上質紙、塗工紙、板紙の売上が大幅に伸び、結果
として、全体の売上高は345億70百万円（前年
同期比35.6％増）となりました。

＜不動産賃貸事業＞
　全国主要都市のオフィスビル市場は館内増床や
拡張移転などにより、平均空室率は全国的に低下
傾向となっております。また平均賃料は、東京地
区で緩やかな回復傾向にあり、その他の地区では
ほぼ横ばいで推移し底値を打った感が見受けられ
ております。

　この様な状況の中、当社グループは主力物件で
ある「KPP八重洲ビル」が満室稼働を維持した
ことや、地方のテナントビルで入居率の改善が見
られたことから、賃料収入は増収となりました。
　この結果、賃料収入は7億68百万円（前年同
期比2.8％増）となりました。

＜当社グループを取り巻く環境・動向＞
　我が国では、安倍政権が掲げた「新3本の矢」
を背景に、経済財政諮問会議が名目GDP 600兆
円という目標達成のための試算を提示しました。
中でも、根幹となる「TPP（環太平洋経済連携
協定）」については、世界GDPの4割に達する自
由貿易圏が誕生することとなり、一層の輸出機会
拡大が期待されます。また、東京五輪に向けた設
備投資やインバウンド消費等も見込まれます。
　最近の動向として、生産現場から消費者にいた
るまであらゆるモノがインターネットでつながる

「IoT（インターネットオブシングス）」が注目さ
れています。紙パルプ業界においても、IoTと紙
の機能・用途との接点を模索し、ビジネスチャン
スにつなげていくことが求められています。さら
に、木材から生まれた新素材「セルロースナノ
ファイバー（CNF）」の用途開発等が進んでおり、
事業化への期待が高まっております。

　株主の皆様におかれましては、今後も一層のご
支援賜りますようよろしくお願い申し上げます。

 平成27年12月
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四半期財務ハイライト（連結） Business Highlights
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1株当たり第2四半期純利益又は損失（△）　（単位：円）

第2四半期売上高　（単位：百万円）

第2四半期純資産　（単位：百万円）

第2四半期純利益又は損失（△）　（単位：百万円）第2四半期経常利益　（単位：百万円）

第2四半期総資産　（単位：百万円）

00

0 0

0

0

0

第138期
平成23年9月期

第139期
平成24年9月期

第140期
平成25年9月期

第141期
平成26年9月期

第142期
平成27年9月期

売 上 高 （百万円） 170,994 160,872 182,926 184,320 193,888

経 常 利 益 （百万円） 1,083 801 1,296 1,045 1,579

四半期純利益又は損失（△）（百万円） 325 △1,220 1,201 770 1,001

１株当たり四半期純利益又は損失（△） （円） 5.01 △18.77 18.04 11.57 15.04

総 資 産 （百万円） 173,035 169,455 175,243 181,305 189,517

純 資 産 （百万円） 29,256 30,120 36,737 38,151 41,863

１株当たり純資産額 （円） 448.61 461.46 549.06 570.76 627.14
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四半期連結財務諸表 Financial Statements

四半期連結貸借対照表（要旨）� （単位：百万円、百万円未満は切捨て）

科目 当第2四半期
平成27年9月30日

前第2四半期
平成26年9月30日

流動資産 139,328 135,968

固定資産 50,189 45,337

　有形固定資産 22,426 22,636

　無形固定資産 1,623 754

　投資その他の資産 26,139 21,946

資産合計 189,517 181,305

流動負債 127,173 121,783

固定負債 20,480 21,370

負債合計 147,653 143,153

株主資本 35,712 34,878

　資本金 3,442 3,442

　資本剰余金 7,670 7,670

　利益剰余金 24,752 23,916

　自己株式 △ 153 △ 151

その他の包括利益累計額 6,047 3,130

　その他有価証券評価差額金 4,320 2,422

　繰延ヘッジ損益 12 25

　為替換算調整勘定 1,572 656

　退職給付に係る調整累計額 142 25

非支配株主持分 103 143

純資産合計 41,863 38,151

負債純資産合計 189,517 181,305

四半期連結損益計算書（要旨）� （単位：百万円、百万円未満は切捨て）

科目
当第2四半期

平成27年4月1日〜
平成27年9月30日

前第2四半期
平成26年4月1日〜
平成26年9月30日

売上高 193,888 184,320

売上総利益 10,852 10,857

営業利益 1,086 837

営業外収益 927 642

営業外費用 434 434

経常利益 1,579 1,045

特別利益 30 357

特別損失 53 1

税金等調整前四半期純利益 1,556 1,402

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,001 770

四半期連結キャッシュ・フロー（要旨）（単位：百万円、百万円未満は切捨て）

区分
当第2四半期

平成27年4月1日〜
平成27年9月30日

前第2四半期
平成26年4月1日〜
平成26年9月30日

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,795 1,311

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,309 15

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 4,267 △ 1,063

現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 7 △ 20

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 211 242

現金及び現金同等物の期首残高 2,546 2,046

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △ 95 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,662 2,288
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グループの概要 Global Network

香港大永
KPP中国
慶真紙業
シンガポール大永
豪州大永
米国大永
韓国大永
KPPアジアパシフィック

主要な海外関係会社国内営業拠点

本社
関西支店
・京都営業部
中部支店
九州支店
北日本支店
・仙台営業部
・札幌営業部

主要な国内関係会社

鳴海屋紙商事（株）
大同紙販売（株）
岡山紙商事（株）
九州紙商事（株）
むさし野紙業（株）

（株）グリーン山愛
KPPロジスティックス（株）

インフォメーション Information

上場株式のマイナンバーのお届けにつきましては、原則として、お取引の証券会社等がご対応することとなりますので、 
証券会社等へお問い合わせをお願い申しあげます。

来年からマイナンバー制度が始まるようだが、
株主のマイナンバーは、何に使うのか。Q

配当金の支払いの際に、株式発行会社（当社）が税務署に提出する法定調書（配当
の支払調書）に配当金の支払いを受けられる株主の皆様のマイナンバーを記載する
必要がございます。A

株主としてマイナンバーをどこに届ければいいのか。Q
当社は非上場会社ですので、当社の株主の皆様は、当社または株主名簿管理人 

（三菱ＵＦＪ信託銀行（株））へマイナンバーのお届けが必要となります。マイナン
バーのお届けにつきましては、別途三菱ＵＦＪ信託銀行（株）証券代行部よりご案
内する予定ですのでご協力のほど、宜しくお願い申しあげます。

A

マイナンバー制度Q&A
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株式の状況・会社概要 Stock Information・Corporate Profile

株式の状況（平成27年9月30日現在）

発行可能株式総数 ････････････････････････････････････････････････267,500,000株

発行済株式の総数 ･･･････････････････････････････････････････････････67,027,406株

株主数 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････964名

※ 自己株式439,243株含む。

大株主（上位10名）

株主名 持株数（千株） 出資比率（％）

王子ホールディングス株式会社 12,736 19.1

日 本 製 紙 株 式 会 社 6,770 10.1

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 2,857 4.2

国際紙パルプ商事従業員持株会 2,661 3.9

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 2,625 3.9

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 2,625 3.9

農 林 中 央 金 庫 2,625 3.9

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社 2,180 3.2

北 越 紀 州 製 紙 株 式 会 社 1,961 2.9

三井住友海上火災保険株式会社 1,829 2.7

（注）出資比率は自己株式（439,243株）を控除して計算しております。

※

大阪市中央区安土町1-8-6
〒541-0052　☎06-6271-2291

京都市下京区四条通烏丸東入 京都三井ビル
〒600-8008　☎075-252-2310

名古屋市中区錦1-11-20
〒460-0003　☎052-201-6341

福岡市博多区上川端町12-20 ふくぎん博多ビル
〒812-0026　☎092-291-8851

仙台市青葉区中央2-2-10 仙都会館ビル
〒980-0021　☎022-266-2027

仙台市青葉区中央2-2-10 仙都会館ビル
〒980-0021　☎022-266-2027

札幌市中央区北2条西2-1-5 リージェントビル
〒060-0002　☎011-241-2291

関 西 支 店

京都営業部

中 部 支 店

九 州 支 店

北日本支店

仙台営業部

札幌営業部

■ 支 店　　　　

取締役及び監査等委員（平成27年9月30日現在）

会社の概況（平成27年9月30日現在）

代 表 取 締 役
社長執行役員CEO 田辺　円

代 表 取 締 役
専 務 執 行 役 員 日置宗孝　今堀　章

取締役常務執行役員 赤松一郎

取締役上席執行役員 今泉哲男　栗原　正　新井憲一　
橘　辰彦

取 締 役 監 査 等 委 員 田中　光　亀谷俊則

取 締 役 監 査 等 委 員
（社外）

小林敏郎　長島良成　吉井重治

社 名
設 立
本 社
従 業 員 数

国際紙パルプ商事株式会社
1924年（大正13年）11月27日
東京都中央区明石町6番24号
714名

■ 海 外 拠 点
上海・北京・広州・ヴァージニア・ロサンゼルス・サンパウロ・メルボル
ン・ヨハネスブルグ・香港・台北・シンガポール・ジャカルタ・マニラ・
バンコク・クアラルンプール・ホーチミン・バンガロール・ソウル
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ホームページのご案内

〒104-0044  東京都中央区明石町6番24号 
03-3542-4111

http://www.kppc.co.jp/

http://www.kppc.co.jp/

事業年度 4月1日から翌年3月31日まで
定時株主総会 毎年6月
基準日 定時株主総会においては毎年3月31日

その他必要がある場合は、あらかじめ公告する一定の日
公告の方法 電子公告

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事
故その他やむを得ない事由によって電子公告ができ
ない場合は、東京都において発行する日本経済新聞
に掲載する。

株主名簿管理人 三菱UFJ信託銀行株式会社
同事務取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
同事務連絡先 〒137-8081 東京都江東区東砂七丁目10番11号

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
電話 0120−232−711（フリーダイヤル）

同取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社  全国各支店

株 主 メ モ


